
























ている議論とその後の公平課税論者(R. A. Musgrave, J. A. Pechman, R.
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的枠組みの理解が不可欠であり，これに関する彼の見解は Personal Income 
Taxtion や Fedral Tax Reform における所論から伺い知ることができる
が，より明確な形としては， Econmi Policy for a Fre Societyl こ収録さ
れている各論文の中で展開されている。彼の課税論は，そうした社会的・経
済的枠組みの中で展開されたと見ることが妥当であり Econmic Policy 
for a Fre Society 所収の各論文は Simons の課税論の思考過程を明確にす
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るのに有用であると思われる。そこで， Econmi Policy for a Fre Socie-
ty で提示されている彼の社会的・経済的枠組みの中で Personal Income 
Taxtion や Fedral Tax Reform で展開されている課税論を捉え直し，彼
の課税論の理論構造とその歴史的な性格を明らかにする。
注)
(1) W. Hetich ，官enry Simons on Taxtion and Econmi System" ， Natiol Tax Jour-
001， Vo 1. XI ， No. 1. 197 ， p. 6. (197:a とする). 
(2) R. A. Musgrave ，“ET ， OT and SBT" ，]ournal 01 Public Econmis ， Vo 1. 6， No. 1 ・2，
July-Ag. ， 1976 ， p. 3-4. (1976 とする).
(3) W. Hetich ，“A Theory of Partial Tax Refrom ぺThe Candi Journal 01 Econmis ， 
Vo 1. XI ， No. 4， 197 ， p. 693. 097 :b とする). 
(4) H. C. Simons ， Persol Income Taxtion-The Delintion olIncme as a Problem 01 
Fiscal Policy 一， CThe University of Chicago Pres ， 1938). 
(5) H. C. Simons ， Fedral Tax R ，φrm ， CThe University 01 Chicago Pres ， 1950). この書物
は Simons が1943 年に経済発展委員会 Comite for Econmi Devlopmnt : CED) 
から戦後の税制改革のための提案をまとめるよう依頼された際に， H. C. Simons (938) 
で展開した考えを実施に移そうとして取りまとめたものが中心となっており，その多く
は CED が194 年に表明した「高雇用のための戦後の税制改革案 CPostwar Fedral Tax 
Plan for High Employent) J に組み込まれている。
(6) H. C. Simons ， Econmi Policy lor a Fre Society ， CThe University of Chicago Pres ， 
1973) .初版は 1948 年に刊行されており，彼の生涯における54 本の論文・書評の中から，
“A Political Credo" (945) ，“A Positive Progam for Laisez Faire : Some Propsals for 
a Liberal Econmi Policy" (934) ，“The Requistes of Fre Competion" (1936) ，“For 
a Fre-Makt Liberalsm" (94 1)，“Econmi Stability and Antitrust Policy" (94) ， 
“Some Reflections on Syndicalism" (94) ，“Rules versu Authorites in Monetary 
Policy" (936) ，“Hanse on Fiscal Policy" (942) ，“On Debt Policy" (94) ，“Debt 
Policy and Bankig Policy" (946) ，“Postwar Econmi Policy Some Traditonal 
Liberal Propsals" (1943) ，“Money ， Tarifs ， and the Peac" (94) ，“The Bevridge 
Progam : An Unsympatheic Interpretation" (945) を統ーがとれる形で再収録したも
のである。
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n. H. C. Simons の社会・経済的枠組みと租税
























主義者」の意味するものは何か。それは A. Smith や J. Lock といった自由
主義的な経済学者や政治哲学者の著作に言及した際に述べられている以下の
一節に暗示的に示されている。
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この伝統に特有な特徴は，発展の必要条件と手段として，自由に力点が置かれて
いるということである。もちろん，その自由C1iberty or fredom) は公正(justice) ， 
平等 (equality) ならびに「良い社会」の他の質的な側面を含んでいる。しかしな
がら，その社会は単なる具体的な側面の総体であるだけでなく，いきいきとした機


































































































提供する自由企業制度 (fre enterpise sytem) を最終的に支えるものとし
ての政府によるルールの作成を要求しているのである。従って，ひとしく資
本主義経済の自動回復機能に一義的な信頼を置くといっても Simons の財













H. C. Simons の課税論の理論構造とその歴史的性格 61 
依存することは政府活動の範囲の拡大を招き，長期的なインフレ圧力を引き
起こすとして，経済安定に影響を及ぼす歳出の変更を最小限に留め，安定化






















































(7) H. C. Simons (938) ， op. cit. ， p. 1ー 2.
(8) ibid.， p. 2 
(9) W. Hetich 097: a) ， 0ρ. cit. ， p. 1-5. 
H. C. Simons の課税論の理論構造とその歴史的性格 63 
uo) この観点からの分析としては， H. M. Groves ， Tax PhilosPher s-Two Hundre Years 
01 Thougt in Great Britain and the United Staes- ， (The University of Wiscon 
Pres ， 1974) ， (高木勝一，山城秀市，大淵三洋共訳， r租税思想史.n(駿河台出版社，昭
和59 年))がある。また， W. Hetich の論文を基礎にしたコンパクトな整理が，小林威，
「包括的所得税の熱烈な唱道者とその設計図の完成一一一サイモズとカータ一報告一一一J，
大川政三，小林威編， r財政学を築いた人々一一一資本主義の歩みと財政・租税思想一一一』
(ぎょうせい，昭和58 年)， p. 526-3 でなされている。
。1) H. C. Simons (974) ， op. cit. ， p. 1 
(12) ibid. ， p. 1-2. 
ú~ W. Hetich 097: a)， op. cit. ， p. 2.
u4) H. C. Simons (974) ， op. cit. ， p. 3-4. 
ú~ ibid. ， p. 34. 
UG ibid. ， p. 57.
0カ ibid. ，p. 42. 
Ú~ ibid. ， p. 12-59 を参照のこと 0
(19) ibid. ， p. 57 ， p. 260-7. 
M ibid. ， p. 7. 
~1) ibid. ， p. 6. 
~2) ibid. 
~~ ibid. 
~4) ibid. ， p. 160.
~5} ibid. ， p. 32. 
~G ibid. ， p. 19-20. 
eヵ ibid. ，p. 202. 
ω H .  C. Simons (938) ， op. cit. ， p. 2.
~9) H. C. Simons (950) ， op. cit. ， p. 4-7. 
側 ルールか裁量かについての戦後の Comite for Econmi Devlopmnt の政策勧告
及びそれをめぐる議論の紹介については，林栄夫『ヒ'ルト・イン・スタピライザー.n(至
誠堂，昭和35 年)， p.29-26 1，石弘光『財政構造の安定効果ーピルトイン・スタピラ
イザーの分析一.n(効草書房，昭和51 年)， p.7-97 を参照のこと。
01) H. C. Simons (950) ， op. cit. ， p. 6. 
O~ ibid. ， p. 5 
O~ ibid. ， p. 7-8. 
04) ibid. 
05) H. C. Simons (974) ， op. cit. ， p. 6.
帥 W. Hetich 097 : a) ， o. ρ. cit. ， p. 5.
























て利益税 (benefit theory) を考察し，それを採択することを拒絶している。
政府が公開市場 (open market) で売買される財貨・サービスを分配する場合，

























は周知のように能力説 (ability theory) または機能説 (faculty theory) と効
用学説の双方の系譜を引くものである。













Simons が Edgeworth の最小犠牲説を「偽りの科学的報告書」と批判す
る場合の焦点はその結論が引き出される想定にあてられている。すなわち，
「個人は快楽装置 (pleasure machine) として等しく効率的である，あるい
はそうしたものとして取り扱われねばならなし、」という効用主義が一般的に
用いている想定である。 Edgeworth の最小犠牲説を支持する A. C. Pigou 
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A. B の効用関数が同一であれば，最小犠牲説は W=U(チA)+ U ( Y 0 - yA) 
を最大化するように A とB に税負担を配分することを要求する(但し，
U' > O. U"く 0) 。この解 U'(すA)=U' (戸)は yA=戸を意味する。つま
り. yA>yBであれば課税によってすA=戸となるような政策，極端な例で
は. A から税を取り. B に負の税を課すことが Bentham 的な意味での社会
的効用の最大化を導く政策となる。従って，社会的効用の最大化=犠牲の最
小化を追求することが平等主義の目的と一致することになる。
しかし，ある所与の所得から得る効用が B はA の 0/2)3 であるとすれば，
社会的効用の最大化という問題は W=U(yA)+ (よ)3・U(yOーすA)を最大
2 
化するように A とB に税負担を配分することを要求する。この場合，社会的
効用最大化の点，つまり A とB の限界効用曲線の交点が意味するものはタA
=yBとなるとは限らず.yA >yBの場合もあればチAくすBの場合もあり得る。
今.A の税引き前所得 yAが yA>yBでかつ yAくすA. yB>yBという条件を
68 経営と経済










当化しようとした E. R. A. Seligman の機能説の批判に移る。 Seligman は，
1894 年の Progesive Taxtion in Theory and Practice の中で，課税は富と
所得の分配を変えるため，すなわち是正するための手段として考えられねば















その問題 (Smith の第 l原則一筆者)は，税は所得，消費，あるいは純資産に関
























































素とし，普通税 (normal tax) だけで歳入の大部分を賄うよう変更すること
が要求される。国民に明示的な税負担を課すことによってのみ，つまり，こ
れまで隠れた税負担を負わされてきた低-中所得層の負担を白日のもとにさ


















倒 ibid. ，p. vu. 
~o) ibid. ， p. 22. 
帥 土生芳人， ['大恐慌とニューディール財政.]， (東京大学出版会， 198 年)， p. 25 0 
同 P. Studen8ki and H. E. Kr08 ， Finac 必1Histo η01 the United States ， (McGraw-H i1 
Bok Company ， Inc. ， 1963) ， p. 42 1.彼らは， 1935 年歳入法の基礎となった Rosev1t
の課税計画を「大統領の課税計画は明らかに追加的歳入調達よりもむしろ社会的及び経
済的不平等を是正するよう考案されたものであった」と評価している。
(43) ibid. ， p. 4. 
~4) ibid. ， p. 5.
(4~ ibid. ， p. 205. 
72 
。~ ibid. 
8カ ibid. ，p. 7. 
¥i?j ibid. ， p. 7-8. 
¥i9) ibid. ， p. 10-1 1. 
~o) ibid. ， p. 11. 
~1) A. C. Pigou ， A Study in Public Finace (Lond ， 1928) ， p. 76. 
~2) H. C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 13-4. 
~~ ibid. ， p. 11. 
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~4) E. R. A. Seligman ， Progresive Taxtion in Theory and Practice ， (Baltimore : Gug-
genhimr We i1， 1902) ， p. 132. 
~5) ibid. ， p. 191. 
~~ A. Smith ， An lnqui ヮinto the Nature and Cause 01 the Wealth 01 Nations ， (Charles E. 
Tutle Company ， 1979) ， p.7 ， (大内兵衛，松川七郎訳， w諸国民の富(四)~， (岩波文
庫)， p. 240.). 
制 H.C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 17. 
~?j ibid. ， p. 18-9. 
~9) ibid. ， p. 15.
~o) H. M. Groves ， op. cit. ， p. 7-78. 
(61) H. C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 17. 
(62) ibid. ， p. 218-9. 
(6~ H. C. Simons (950) ， 0，ρ. cit. ， p. 8. 
~4) H. C. Simons (938) ， op. cit. ， p. 20. 
(65) ibid. ， p. 219. 
~~ ibid. 
6カ ibid. ，p. 20. 
~?j ibid. ， p. 219. 
















生産に対するその効果は大部分が社会心理学 (social psycholgy) の問題で







の供給に対する効果， (c) 企業家の活動の効率性 (eficiency) に対する効
果ならびに (d)貯蓄による資源の蓄積と増大に対する効果にそれぞれ伴う
コストである。 Simons によれば，これらのうち (a) ，(b) ， (c) は先の
分析の枠組みの第 1の立場に属するので無視できるが， (d)は第 2の立場
に属するものであり，累進性の分配に与える効果との比較考慮、を要する問題























































































































































































(70) ibid.， p. 19.
(71) ibid. 
fJ'iJ ibid.， p. 19-20. 
同 ibid.，p. 20-2 1. 
fJ4) ibid.， p. 21. 
(7~ ibid.， p. 2-3. 
(7~ ibid.， p. 2-5. 
ケカ ibid.， p. 29. 
ケ~ ibid.， p. 27-29 ， H. Simons (1950) ， op. cit. ， p. 4-6. 
fJ~ H. C. Simons (973) ， op. cit. ， p. 41-51. 
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H. C. Simons (1950) ， op. cit. ， p. 10 ー 11.
H. C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 26. 
ibid. 
ibid.， p. 29. 
ibid. 
H. C. Simons (1950) ， op. cit. ， p. 14-5. 
H. C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 23. 


































































































か。それは支配力 (contro l)または権利 (right) である。そして，彼は，こ
の支配力または権利の最も適切な尺度は権利の所有や行使と関係した最も簡













































味している。これに対して， Wite は Simons が言う支配力あるいは権利











個人の市場支配力 (market power-Simns の「権利」に相当する一一一筆者)を制
限する。
この Wite の批判は Simons の主張する支配力あるいは権利と所得と
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その問題が絶望的なことは明らかである。すべての現物での報酬 (compensation in 
kind) を無視することが不適切であることは明らかである。他方，役得 (perquisites)
を給与への重大な追加として含めることは，すべての所得が様々な活動の相対的満足

































礎にあるルールは簡素 (simplicity) で明確 (definitenes) であるべきであ
るという要件を常に満たすものでなくてはならないのである。
注)
(90) ibid. ， p. 30.
~1) ibid. ， p. 42-3. 
~~ ibid. ， p. 205.
(93) R. A. Musgrave ，“On Defns of an Income Concept" ， Hawrd Low Review ， Vo l. 
81 (1967) ， p.6-7 (以下， 1967 とする)。
~.v R. Gode ，“The Superiority of the Income Tax" ， in J. A. Pechman ed. ， U仇at Should 
Be Taxed:Income or Expenditure? (The Broking Instilution ， 1980) ， p.51. (以下， 1980
とする)。
(95) J. G. Head ，百enry Simons Regaind" Finazarchv ， Band 29 (1970) ，. p. 198. 
~6) H. C. Simons (1938) ， op. cit. ， p. 31. 
。カ ibid. ，p. 49. 。8) ibid. 
(9) ibid. ， p. 49-50. 
(1ω ibid. ， p. 197.
(101) めid.
。02) ibid. ， p. 62.
(103) ibid. ， p. 50.
(104) J. F. Wite ，ψ. cit. ， p. 54. 実際 Simons は支配力あるいは権利の概念を明確に規定
していない。
(105) ibid. 
(106) M. Feldstein ，“On the Theory of Tax Reform ぺJournal 01 Public Econmics ， Vo l. 6. 
No. 1-2. p.96 
(1o~ R. A. Musgrave (1976) ， op. cit. ， p. 4. 
(108) H. C. Simons (938 )， op. cit. ， p. 106. 
(1ω ibid. ， p. 53.
。!の ibid. ，p. 138-9. 
(11 1) ibid. ， p. 138.
(112) ibid. 





















































として，偶発的損失や医療費のような災禍的支出 (disaster expnse) に対
する控除を擁護している。
また].A. Pechman も同様に Simuns の所得定義を包括的すぎると批
判したB.1. Bitker との論争の中で次のような反論を加えている。






Simons が十分認識していたように Musgrave や Pechman が主張する
形でひとたび例外事項が認められると，その理論は急激に崩壊していく。何
故なら，受容可能な特別の弁護論を構成するものについては何ら論理的制限










ンの考えが受容された 1960 年代前半にこうした制約は侵食されはじめた， と
いう].M. Buchan and R. E. Wagner の指摘は興味深い。
Simons は A.H. Hanse のフイスカル・ポリシーを批判して，ルールに





















































(113) ibid. ， p. 205-. 
(114) ibid. ， p. 205. 
(115) R. A. Musgrave (967) ， op. cit. ， p. 56. 
。16) J. A. Pechman ，“Comprehnsiv Income Taxtion A Coment" ， Harvd Law 
Review ， Vo l. 81 : 63 (967) ， p.6. 
(117) J. F. Wite ， op. cit. ， p. 5. 
(118) J. M. Buchan and R. E. Wagner ， Democray in Deficit: The Political Legacy 01 Lord 
Keyns ， (New York : Academi Pres ， 197) ， (深沢実，菊地威訳， w赤字財政の政治経
済学ーケインズの政治的遺産ーJ，(文民堂，昭和54 年)).
(119) H. C. Simons (974) ， op. cit. ， p. 203. 
(12の ibid. ，p. 202. 
(I2I) ibid. ， p. 184-29. 
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(122) H. C. Simons (938) ， op. cit. ， p. 2 1. 
(l 2~ D. F. Bradfo ，“The Econmis of Tax Policy toward Saving" ， in G. M. von 
Furstenbrg ed. ， The Govermnt and Capital Formation ， (Balinger Publishing Company ， 
1980 )， p. 12 ー 13.
(124) 土生芳人，前掲書， p. 195 。
